
公告

工事概要

企業形態 単体企業

認定業種

等級
総合得点

所在地区分

実績

　　（保険料領収証書その他加入状況を確認できる書類の写し）

入札開始：令和８年８月28日（金）11時00分（入札後、直ちに開札を行う。）

前払金

部分払い

契約保証金

「設計図書」、「入札説明書」、「入札書」等の書類は、公社ホームページからダウンロードする
こと。（ダウンロード用URLは、参加申込後、３営業日以内に電子メールにより通知する。期間
内に通知がない場合は、公社まで問い合わせること。）

あり

企画財務課　電話　０４５-６５１-１８４４

（１）神奈川県競争入札参加資格（当該工事に係る業種）の登録を確認できる書類

（２）入札参加資格に係る実績を証明する書類

　　（工事請負契約書その他施工実績を確認できる書類の写し）

（３）有効な経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し

（４）社会保険及び労働保険への加入状況を証明する書類

参加申込先アドレス　koushazaimu@kanagawa-jk.or.jp

受付時間：令和８年８月28日（金）10時45分から11時00分まで

入札開札場所 ：神奈川県住宅供給公社ビル11階大会議室　［横浜市中区日本大通33番地］

入札参加者又はその代理人は、入札書を持参の上、開札に立ち会うこと。

横浜市中区日本大通３３番地

神奈川県住宅供給公社設計監理課　電話　０４５-６５１-１９３８

あり

設計図書等に対する質問方法

入札及び開札
日時、場所

なし

設計図書等に対する質問回答

令和８年８月６日（木）正午までに、入札説明書に記載する電子メールアドレス宛てに、所定の
質問書を添付して送信すること。

令和８年８月20日（木）17時15分までに回答を掲載したページのURLを電子メールにより通知
する。

支
払
条
件
等

工事期間

予定価格

失格基準価格

入札担当課

工事担当課

その他

参加申込

設計図書等配付

調査基準価格 あり（金額は落札決定後に公表）

（開札の結果、落札候補
者となった場合は、開札
日の翌営業日17時までに
提出すること。なお、資格
審査には２営業日程度を
要するものとする。ただ
し、低入札価格調査を実
施する場合は、この限りで
ない。）

入
札
参
加
資
格

契約番号

入札方法

工事件名

工事場所

　構造規模：鉄筋コンクリート造１棟、地上４階建32戸

建物解体等（※詳細は設計図書参照）

　竣工年度：昭和39年度

あり（金額は落札決定後に公表）

なし

契約締結日から令和９年３月31日まで

神奈川県競争入札参加資格者名簿（工事）の認定業種として、「解体」に登録されている者で
あること

資格審査資料

上記「認定業種」に係る総合得点が700点以上であること

令和８年７月23日発行

202604

条件付一般競争入札（低入札価格調査制度）

緑ヶ丘団地4501号棟解体工事

神奈川県厚木市緑ヶ丘４-５-１

①条件付一般競争入札参加申込書、②入札参加確約書及び誓約書

入札参加資格は、参加申込時から落札者決定時までの間、継続してすべての要件を満たしていることを要す
る。なお、「認定業種」、「等級・総合得点」及び「所在地区分」については、参加申込時において、かながわ電
子入札共同システム入札情報サービスシステムに登録されている内容によるものとする。
（https://ebid-joho.e-kanagawa.lg.jp/DENTYO/GPPI_MENU）

入札参加資格を有しない者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

神奈川県競争入札参加資格者名簿における本店所在地が神奈川県内であること

・社会保険及び労働保険に適切に加入していること

・別添「入札に参加する者に必要な資格」を満たしている者であること

令和３年４月１日以降に着工した、地上４階建て以上の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コン
クリート造建築物の解体工事について、元請として施工した実績を有すること

令和８年７月30日（木）16時までに下記参加申込先アドレス宛てに送信すること。

・有効な経営事項審査結果通知を受けている者であること

次の書類①～②に必要事項を記入し、押印の上、PDFファイルに変換して



別添「入札に参加する者に必要な資格」

入札参加資格については、公告に定めるものの他、次のとおりとする。

ア 神奈川県の競争入札参加資格（当該工事に係る業種）を有することについて知事の認定を受けて

いる者であり、且つ「かながわ電子入札共同システム」の資格者名簿に登録のある者。

イ 有効な経営事項審査結果通知を受けている者。

ウ 落札者となった場合に、工事費内訳書（入札金額を積算したもの）を提出できる者。

エ 発注工種に係る建設業法第 26 条の技術者を配置できる者。

オ 神奈川県又は公社が措置する指名停止期間中でない者。

カ 入札参加申込期限以前２年以内に銀行取引停止処分を受けていない者。ただし、会社更生法又は

民事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続の開始決定を受けた後、「ア」の競争入札参加資格

の再認定を受けた者を除く。

キ 入札参加申込期限以前６ヶ月以内に不渡手形又は不渡小切手を出していない者。ただし、会社更

生法又は民事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続き開始決定を受けた後、「ア」の競争入札

参加資格の再認定を受けた者は除く。

ク 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始決定

がなされていない者。

ケ 事業税並びに消費税又は地方消費税を滞納していない者。



条件付一般競争入札参加申込書

令和８年  月  日

神奈川県住宅供給公社理事長 様

所在地                             

（フリガナ）                                

商号又は名称                          

認定番号※１                          

代表者職氏名                         印

入札担当者氏名                         

電話番号                          

ＦＡＸ番号                         

Ｅ－ｍａｉｌ                        

令和８年７月 23 日付け公告に定める入札参加資格を有していることを誓約し、次の案件の入

札に参加申込いたします。

１ 工事件名  緑ヶ丘団地 4501 号棟解体工事                     

２ 入札日時  令和８年８月 28日（金）11 時 00 分                

注意事項

１ 認定番号※１は、神奈川県競争入札参加資格者名簿における認定番号を記入してください。

（https://ebid-joho.e-kanagawa.lg.jp/DENTYO/GPPI_MENU）

２ 本入札は、神奈川県競争入札参加資格者名簿への登載を参加資格要件としています。

３ 入札により落札候補者を決定し、その後、資格審査を実施した上で落札者を正式に決定し

ます。

４ 提出書類の内容に虚偽が認められた場合その他不正行為が判明した場合は、入札参加資格

の取消し、落札決定の取消し又は契約の解除を行うことがあります。

５ 「条件付一般競争入札参加申込書」及び「入札参加確約書及び誓約書」に必要事項を記入

の上、参加申込先アドレス koushazaimu@kanagawa-jk.or.jp 宛てに送信してください。

神奈川県住宅供給公社

企画財務課 TEL045-651-1844



入札参加確約書及び誓約書

私は、令和８年７月 23 日付で公告のありました「緑ヶ丘団地 4501 号棟解体工事」に係る条件

付一般競争入札に参加するにあたっては、次の１の内容を確約し、２及び３に掲げる事項につい

て誓約するとともに、入札説明書を遵守し、公正に入札します。

１ 確約事項

入札参加申込後に、公正な入札を妨げるような事態が生じた場合、また入札対象工事の契約

が終了した場合において、公正な入札・契約が損なわれる恐れ、あるいは損なわれた等の事実、

若しくは疑いが発覚した場合には、貴公社の調査に協力するとともに貴公社の指示に従います。

また、貴公社に損害が発生したときは補償その他一切の責任を取ることはもちろん、貴公社

に対し一切異議、苦情などは申し立てません。

なお、公正な入札を妨げる行為（例：談合の誘いや積算金額に関する情報提供を他者から申

出された場合など）を受けた場合、若しくは知りえた場合は、速やかに貴公社に報告いたしま

す。

２ 私は、次に掲げる不当な行為がないことを誓約します。

（1）正当な理由がなく入札に参加しないこと。

（2）入札の公正な執行を妨げ、または公正な価格の成立を阻害し、若しくは不正の利益を得るた

めに談合すること。

（3）落札者が契約を締結すること、または契約者が契約を履行することを妨げること。

（4）契約の不履行に関わること。

（5）契約に違反し、契約の相手方として不適当であると貴公社に認められること。

（6）入札に関し、贈賄などの刑事事件を起こすこと。

（7）社会的信用を失墜する行為など、契約の相手方として不適当であると認められること。

（8）天災その他不可抗力の事由がなく、契約締結及び契約履行を遅延すること。

３ 私は、次に掲げるいずれの事項にも該当しません。

（1）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４第１項の規定に該当する者及び同

条第２項の規定に該当する者であること。

（2）神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75号）第２条第２号から第５号に該当

する者及びこれらの者と密接な関係を有する者であること。

また、貴公社が入札に関し上記内容を確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県

警察本部に照会することについて異議ありません。

神奈川県住宅供給公社理事長 様

令和８年  月  日

住   所

名   称

代表者氏名               ㊞




